
JP 2020-114582 A 2020.7.30

10

(57)【要約】
【課題】改造コストの増大を防止することができるとと
もに、脱硫性能および除塵性能を向上させることができ
る液柱式吸収塔の改造方法を提供する。
【解決手段】液柱式吸収塔は、内部空間を有する吸収塔
本体と、内部空間に設けられて洗浄液を上方に向けて液
柱状に噴射するように構成された液柱ノズルと、を備え
る。液柱式吸収塔の改造方法は、液柱ノズルよりも上方
の位置に、洗浄液を下方に向けて散布するように構成さ
れた散布装置を追設する散布装置追設工程と、散布装置
に対して洗浄液を供給するための少なくとも一つの洗浄
液供給ラインを追設する洗浄液供給ライン追設工程と、
を備える。
【選択図】　図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　液柱式吸収塔の改造方法であって、
　前記液柱式吸収塔は、内部空間を有する吸収塔本体と、前記内部空間に設けられて洗浄
液を上方に向けて液柱状に噴射するように構成された液柱ノズルと、を備え、
　前記液柱ノズルが設けられた位置よりも上方の位置に、洗浄液を下方に向けて散布する
ように構成された散布装置を追設する散布装置追設工程と、
　前記散布装置に対して洗浄液を供給するための少なくとも一つの洗浄液供給ラインを追
設する洗浄液供給ライン追設工程と、を備える
液柱式吸収塔の改造方法。
【請求項２】
　前記洗浄液供給ライン追設工程は、前記散布装置に前記洗浄液を供給するための第１供
給ポンプを追設する供給ポンプ追設工程を含む
請求項１に記載の液柱式吸収塔の改造方法。
【請求項３】
　前記洗浄液供給ライン追設工程は、前記洗浄液供給ラインを流れる前記洗浄液の量を調
整可能に構成されている調整弁を追設する調整弁追設工程を含む
請求項１又は２に記載の液柱式吸収塔の改造方法。
【請求項４】
　前記液柱ノズルのノズル径を拡げるノズル径拡大工程をさらに備える
請求項１乃至３の何れか１項に記載の液柱式吸収塔の改造方法。
【請求項５】
　前記液柱ノズルに対して洗浄液を供給するための第２供給ポンプは、翼角度が固定され
た固定翼を含む
請求項１乃至４の何れか１項に記載の液柱式吸収塔の改造方法。
【請求項６】
　前記散布装置は、噴霧パターンが環円形になるように構成されたホロコーンノズル、円
形状に全面噴射するように構成されたフルコーンノズル、気体を混合させ洗浄液を微粒液
滴にして噴霧するように構成された二流体ノズル、洗浄液を液柱状に噴射するように構成
された液柱ノズルである第２の液柱ノズル、の何れか一つを含む
請求項１乃至５の何れか１項に記載の液柱式吸収塔の改造方法。
【請求項７】
　燃焼装置から排出された排ガスを洗浄液により洗浄するように構成された液柱式吸収塔
であって、
　前記排ガスと前記洗浄液とを気液接触させるように構成された気液接触部と、洗浄液を
貯留するように構成された液だまり部と、を含む内部空間を画定するように構成された吸
収塔本体と、
　前記内部空間に設けられるとともに、洗浄液を上方に向けて液柱状に噴射するように構
成された液柱ノズルと、
　前記内部空間における前記液柱ノズルが設けられた位置よりも上方の位置に設けられる
とともに、洗浄液を下方に向けて散布する散布装置と、
　前記液だまり部に貯留された前記洗浄液を第１の洗浄液抜出口から抜き出して前記液柱
ノズルに送るように構成された第１の洗浄液供給ラインと、
　前記液だまり部に貯留された前記洗浄液を前記第１の洗浄液抜出口とは異なる第２の洗
浄液抜出口から抜き出して前記散布装置に送るように構成された第２の洗浄液供給ライン
と、を備える
液柱式吸収塔。
【請求項８】
　前記第２の洗浄液供給ラインに設けられるとともに、前記第２の洗浄液供給ラインを流
れる前記洗浄液の量を調整可能に構成されている調整弁をさらに備える
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請求項７に記載の液柱式吸収塔。
【請求項９】
　前記散布装置は、噴霧パターンが環円形になるように構成されたホロコーンノズル、円
形状に全面噴射するように構成されたフルコーンノズル、気体を混合させ洗浄液を微粒液
滴にして噴霧するように構成された二流体ノズル、洗浄液を液柱状に噴射するように構成
された液柱ノズルである第２の液柱ノズル、の何れか一つを含む
請求項７又は８に記載の液柱式吸収塔。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本開示は、洗浄液を上方に向けて液柱状に噴き上げるように噴射して排ガスを洗浄する
液柱式吸収塔の改造方法、および液柱式吸収塔に関する。
【背景技術】
【０００２】
　例えばボイラなどの燃焼機関から排出される排ガスには、ＳＯｘ（硫黄酸化物）などの
大気汚染物質が含まれている。排ガスに含まれるＳＯｘを低減するための方法には、アル
カリ水溶液や吸収剤スラリーなどの吸収液でＳＯ２（亜硫酸ガス）などを吸収除去する湿
式の脱硫方法がある。
【０００３】
　上記湿式の脱硫方法を用いる脱硫装置として、洗浄液（吸収液）を上方に向けて噴き上
げるように噴射することで排ガスを洗浄する液柱式吸収塔が知られている（例えば特許文
献１参照）。液柱式吸収塔では、液柱ノズルから噴射される洗浄液が液柱ノズルよりも上
方に液柱を形成する。上記液柱を形成後の洗浄液は、噴き上げ頂部で分散した後に降下し
、液柱ノズルから噴き上げられる洗浄液と衝突して微細化する。微細化した洗浄液は、排
ガスと効果的に気液接触し、排ガスに含まれる大気汚染物質を効果的に吸収する。また、
微細化した洗浄液は、排ガスに含まれる煤塵を排ガス中から除去可能である。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開平１０－１２８０５３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　近年、硫黄酸化物や煤塵などの大気汚染物質の排出規制が強化される傾向にある。大気
汚染物質の排出量を減少させるための一手段として、硫黄含有率の低い低硫黄燃料や、燃
焼により生じる煤塵の量が少ない低煤塵燃料のような、良質燃料を燃焼機関で使用するこ
とが考えられる。しかし、上記良質燃料は高額であるので、運用コストの低減を図るため
に、硫黄含有量が高い燃料や燃焼により生じる煤塵の量が多い高煤塵燃料のような、低額
な燃料を使用したいという要望がある。
【０００６】
　上記のような事情により、既存の液柱式吸収塔の脱硫性能および除塵性能を向上させる
必要が生じている。既存の液柱式吸収塔の脱硫性能および除塵性能を向上させるためには
、液柱ノズルに送られる洗浄液の流量を増やして液柱の高さを高くすればよいが、液柱の
高さを当初の設計上の液柱の高さよりも高くする場合には、吸収塔本体の高さを高くする
必要がある。吸収塔本体の高さを高くする改造は、長期、大規模な工事になるので、改造
コストの増大を招く虞がある。なお、特許文献１には、液柱式吸収塔の改造方法は言及さ
れていない。
【０００７】
　上述した事情に鑑みて、本発明の少なくとも一実施形態の目的は、改造コストの増大を
防止することができるとともに、脱硫性能および除塵性能を向上させることができる液柱
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式吸収塔の改造方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
（１）本発明の少なくとも一実施形態にかかる液柱式吸収塔の改造方法は、液柱式吸収塔
の改造方法であって、上記液柱式吸収塔は、内部空間を有する吸収塔本体と、上記内部空
間に設けられて洗浄液を上方に向けて液柱状に噴射するように構成された液柱ノズルと、
を備え、
　上記液柱ノズルが設けられた位置よりも上方の位置に、洗浄液を下方に向けて散布する
ように構成された散布装置を追設する散布装置追設工程と、
　上記散布装置に対して洗浄液を供給するための少なくとも一つの洗浄液供給ラインを追
設する洗浄液供給ライン追設工程と、を備える。
【０００９】
　改造前の液柱式吸収塔は、吸収塔本体の内部空間における、液柱ノズルから上方に向け
て液柱状に噴射された洗浄液が到達する範囲である洗浄液到達範囲に、洗浄液と排ガスと
が接触する気液接触部が形成される。上記洗浄液到達範囲は、噴流の噴き上げ頂部を上端
とする。
　上記（１）の方法によれば、液柱式吸収塔の改造方法は、散布装置を追設する散布装置
追設工程と、少なくとも一つの洗浄液供給ラインを追設する洗浄液供給ライン追設工程と
、を備える。散布装置追設工程で設置された散布装置は、洗浄液供給ラインから送られた
洗浄液を、液柱ノズルが設けられた位置よりも上方の位置から下方に向けて散布する。こ
のため、吸収塔本体の内部空間における上記洗浄液到達範囲の上端よりも上方に、散布装
置により散布された洗浄液と排ガスとが接触する気液接触範囲が新たに形成される。つま
り、上記液柱式吸収塔の改造方法により改造後の液柱式吸収塔は、既設の液柱式吸収塔よ
りも、洗浄液と排ガスとが接触する気液接触部が上方に拡大している。このため、改造後
の液柱式吸収塔は、改造前の液柱式吸収塔よりも気液接触部が大きいので、改造前の液柱
式吸収塔よりも脱硫性能および除塵性能を向上させることができる。
【００１０】
　また、上記（１）の方法によれば、散布装置と少なくとも一つの洗浄液供給ラインの追
設は、短期、小規模な工事で可能であり、且つ、吸収塔本体に対して長期、大規模な工事
を行う必要がないので、改造コストの増大を防止することができる。
【００１１】
（２）幾つかの実施形態では、上記（１）に記載の液柱式吸収塔の改造方法であって、上
記洗浄液供給ライン追設工程は、上記散布装置に上記洗浄液を供給するための第１供給ポ
ンプを追設する供給ポンプ追設工程を含む。
【００１２】
　上記（２）の方法によれば、供給ポンプ追設工程では、散布装置に洗浄液を供給するた
めの第１供給ポンプを追設する。つまり、第１供給ポンプは、液柱ノズルに洗浄液を供給
するための供給ポンプ（第２供給ポンプ）とは別のポンプである。第１供給ポンプを第２
供給ポンプとは別のポンプとし、洗浄液供給ラインの揚程や洗浄液供給ラインでの洗浄液
の圧力損失などを考慮したポンプにすることで、散布装置に供給される洗浄液の量や圧力
を適切なものにすることができる。また、第２供給ポンプは、既設のポンプをそのまま利
用できるので、改造コストの増大を防止することができる。
【００１３】
（３）幾つかの実施形態では、上記（１）又は（２）に記載の液柱式吸収塔の改造方法で
あって、上記洗浄液供給ライン追設工程は、上記洗浄液供給ラインを流れる上記洗浄液の
量を調整可能に構成されている調整弁を追設する調整弁追設工程を含む。
【００１４】
　上記（３）の方法によれば、調整弁追設工程で追設される調整弁により、洗浄液供給ラ
インを流れる洗浄液の量を増減させることで、散布装置から散布される洗浄液の量を増減
させることができる。散布装置から散布される洗浄液の量を適量とすることで、必要な脱
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硫性能や除塵性能を確保しつつ、洗浄液の散布量の過大による排ガスの圧力損失の増加を
抑制することができる。
【００１５】
（４）幾つかの実施形態では、上記（１）～（３）の何れかに記載の液柱式吸収塔の改造
方法は、上記液柱ノズルのノズル径を拡げるノズル径拡大工程をさらに備える。
【００１６】
　液柱ノズルから上方に噴射された洗浄液が、散布装置にかかる環境下では、散布装置に
スケールなどの析出物が付着して散布装置の散布性能が低下する虞がある。
　上記（４）の方法によれば、ノズル径拡大工程で液柱ノズルのノズル径を拡げることで
、液柱ノズルから噴射される洗浄液の流量を維持しつつ、液柱の高さを低くすることがで
きる。液柱の高さを低くすることで、液柱ノズルから上方に噴射された洗浄液が散布装置
にかかるのを防止することができ、ひいては析出物の付着による散布装置の散布性能の低
下を防止することができる。
【００１７】
（５）幾つかの実施形態では、上記（１）～（４）の何れかに記載の液柱式吸収塔の改造
方法であって、上記液柱ノズルに対して洗浄液を供給するための第２供給ポンプは、翼角
度が固定された固定翼を含む。
【００１８】
　上記（５）の方法によれば、固定翼を含む第２供給ポンプの稼働台数が増えると、その
分だけ液柱の高さが高くなる。例えば、運転する第２供給ポンプを切り換える際には、予
備の第２供給ポンプを起動するので、液柱の高さが通常運転時よりも高くなる。液柱の高
さが高くなると、液柱ノズルから上方に噴射された洗浄液が散布装置にかかる可能性が高
くなる。
　上記の方法によれば、ノズル径拡大工程により液柱の高さを低くすることができるので
、第２供給ポンプが固定翼を含む場合であっても、液柱ノズルから上方に噴射された洗浄
液が散布装置にかかるのを防止することができる。
【００１９】
（６）幾つかの実施形態では、上記（１）～（５）の何れかに記載の液柱式吸収塔の改造
方法であって、上記散布装置は、噴霧パターンが環円形になるように構成されたホロコー
ンノズル、円形状に全面噴射するように構成されたフルコーンノズル、気体を混合させ洗
浄液を微粒液滴にして噴霧するように構成された二流体ノズル、洗浄液を液柱状に噴射す
るように構成された液柱ノズルである第２の液柱ノズル、の何れか一つを含む。
【００２０】
　上記（６）の方法によれば、散布装置は、ホロコーンノズル、フルコーンノズル、二流
体ノズル、第２の液柱ノズルの何れか一つを含むので、散布装置から散布された洗浄液を
排ガスと効果的に気液接触させることができる。
【００２１】
（７）本発明の少なくとも一実施形態にかかる液柱式吸収塔は、
　燃焼装置から排出された排ガスを洗浄液により洗浄するように構成された液柱式吸収塔
であって、
　上記排ガスと上記洗浄液とを気液接触させるように構成された気液接触部と、洗浄液を
貯留するように構成された液だまり部と、を含む内部空間を画定するように構成された吸
収塔本体と、
　上記内部空間に設けられるとともに、洗浄液を上方に向けて液柱状に噴射するように構
成された液柱ノズルと、
　上記内部空間における上記液柱ノズルが設けられた位置よりも上方の位置に設けられる
とともに、洗浄液を下方に向けて散布する散布装置と、
　上記液だまり部に貯留された上記洗浄液を第１の洗浄液抜出口から抜き出して上記液柱
ノズルに送るように構成された第１の洗浄液供給ラインと、
　上記液だまり部に貯留された上記洗浄液を上記第１の洗浄液抜出口とは異なる第２の洗
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浄液抜出口から抜き出して上記散布装置に送るように構成された第２の洗浄液供給ライン
と、を備える。
【００２２】
　上記（７）の構成によれば、吸収塔本体の内部空間に設けられるとともに、洗浄液を上
方に向けて液柱状に噴射するように構成された液柱ノズルと、上記内部空間における液柱
ノズルが設けられた位置よりも上方の位置に設けられるとともに、洗浄液を下方に向けて
散布する散布装置と、を備えるので、上記液柱ノズル又は上記散布装置の何れか一方のみ
を備える場合に比べて、洗浄液と排ガスとが接触する気液接触部を大きくできるので、液
柱式吸収塔の脱硫性能および除塵性能を向上させることができる。
【００２３】
　また、上記（７）の構成によれば、吸収塔本体の液だまり部に貯留された洗浄液を第１
の洗浄液抜出口から抜き出して液柱ノズルに送るように構成された第１の洗浄液供給ライ
ンと、上記液だまり部に貯留された洗浄液を第２の洗浄液抜出口から抜き出して散布装置
に送るように構成された第２の洗浄液供給ラインと、を備える。つまり、液柱ノズルから
噴射される洗浄液と散布装置から散布される洗浄液の夫々は、供給元が吸収塔本体の液だ
まり部であるという点で共通しているが、揚程や洗浄液の圧力損失が各々異なる洗浄液供
給ライン（第１の洗浄液供給ライン、第２の洗浄液供給ライン）を通り送られている。各
々の洗浄液供給ラインを別ラインとすることで、液柱ノズルや散布装置に供給される洗浄
液の量や圧力を適切なものにすることができる。
【００２４】
（８）幾つかの実施形態では、上記（７）に記載の液柱式吸収塔の改造方法であって、上
記第２の洗浄液供給ラインに設けられるとともに、上記第２の洗浄液供給ラインを流れる
上記洗浄液の量を調整可能に構成されている調整弁をさらに備える。
【００２５】
　上記（８）の構成によれば、調整弁により第２の洗浄液供給ラインを流れる洗浄液の量
を増減させることで、散布装置から散布される洗浄液の量を増減させることができる。散
布装置から散布される洗浄液の量を適量とすることで、必要な脱硫性能や除塵性能を確保
しつつ、洗浄液の散布量の過大による排ガスの圧力損失の増加を抑制することができる。
【００２６】
（９）幾つかの実施形態では、上記（７）又は（８）に記載の液柱式吸収塔の改造方法で
あって、上記散布装置は、噴霧パターンが環円形になるように構成されたホロコーンノズ
ル、円形状に全面噴射するように構成されたフルコーンノズル、気体を混合させ洗浄液を
微粒液滴にして噴霧するように構成された二流体ノズル、洗浄液を液柱状に噴射するよう
に構成された液柱ノズルである第２の液柱ノズル、の何れか一つを含む。
【００２７】
　上記（９）の構成によれば、散布装置は、ホロコーンノズル、フルコーンノズル、二流
体ノズル、第２の液柱ノズルの何れか一つを含むので、散布装置から散布された洗浄液を
排ガスと効果的に気液接触させることができる。
【発明の効果】
【００２８】
　本発明の少なくとも一実施形態によれば、改造コストの増大を防止することができると
ともに、脱硫性能および除塵性能を向上させることができる液柱式吸収塔の改造方法が提
供される。
【図面の簡単な説明】
【００２９】
【図１】一実施形態にかかる液柱式吸収塔の改造方法のフロー図である。
【図２】一実施形態にかかる液柱式吸収塔の改造方法により改造する前の液柱式吸収塔の
概略構成を示す断面図である。
【図３】一実施形態にかかる液柱式吸収塔の改造方法により改造した後の液柱式吸収塔の
概略構成を示す断面図である。
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【図４】他の一実施形態にかかる液柱式吸収塔の改造方法のフロー図である。
【図５】洗浄液循環ラインの構成の一例を説明するための概略構成図である。
【図６】一実施形態にかかる液柱式吸収塔の改造方法により改造した後の他の液柱式吸収
塔の概略構成を示す断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００３０】
　以下、添付図面を参照して本発明の幾つかの実施形態について説明する。ただし、実施
形態として記載されている又は図面に示されている構成部品の寸法、材質、形状、その相
対的配置等は、本発明の範囲をこれに限定する趣旨ではなく、単なる説明例にすぎない。
　例えば、「ある方向に」、「ある方向に沿って」、「平行」、「直交」、「中心」、「
同心」或いは「同軸」等の相対的或いは絶対的な配置を表す表現は、厳密にそのような配
置を表すのみならず、公差、若しくは、同じ機能が得られる程度の角度や距離をもって相
対的に変位している状態も表すものとする。
　例えば、「同一」、「等しい」及び「均質」等の物事が等しい状態であることを表す表
現は、厳密に等しい状態を表すのみならず、公差、若しくは、同じ機能が得られる程度の
差が存在している状態も表すものとする。
　例えば、四角形状や円筒形状等の形状を表す表現は、幾何学的に厳密な意味での四角形
状や円筒形状等の形状を表すのみならず、同じ効果が得られる範囲で、凹凸部や面取り部
等を含む形状も表すものとする。
　一方、一の構成要素を「備える」、「具える」、「具備する」、「含む」、又は、「有
する」という表現は、他の構成要素の存在を除外する排他的な表現ではない。
　なお、同様の構成については同じ符号を付し説明を省略することがある。
【００３１】
　図１は、一実施形態にかかる液柱式吸収塔の改造方法のフロー図である。図２は、一実
施形態にかかる液柱式吸収塔の改造方法により改造する前の液柱式吸収塔の概略構成を示
す断面図である。図３は、一実施形態にかかる液柱式吸収塔の改造方法により改造した後
の液柱式吸収塔の概略構成を示す断面図である。
【００３２】
　幾つかの実施形態にかかる液柱式吸収塔の改造方法１（１Ａ）は、図１に示されるよう
に、散布装置４を追設する散布装置追設工程１１と、少なくとも一つの洗浄液供給ライン
７を追設する洗浄液供給ライン追設工程１２と、を備える。つまり、液柱式吸収塔の改造
方法１では、図２に示されるような改造前の液柱式吸収塔２Ａ（液柱式吸収塔２）に対し
て、図３に示されるような、散布装置４および洗浄液供給ライン７を追設することで、図
３に示されるような改造後の液柱式吸収塔２Ｂ（液柱式吸収塔２）に改造することが行わ
れる。
【００３３】
　液柱式吸収塔２は、燃焼装置（不図示）から排出される排ガスを脱硫するための装置で
ある。上記燃焼装置としては、ディーゼルエンジン、ガスタービンエンジン又は蒸気ター
ビンエンジンなどのエンジンやボイラなどが挙げられる。
【００３４】
　改造する前の液柱式吸収塔２Ａ（液柱式吸収塔２）は、図２に示されるように、上記燃
焼装置から排出された排ガスが導入される内部空間２２を有する吸収塔本体２１を備える
。
　図示される実施形態では、液柱式吸収塔２は、図２に示されるように、内部空間２２に
排ガスを導入するための排ガス導入部２３と、内部空間２２から排ガスを排出するための
排ガス排出部２４と、をさらに備える。また、吸収塔本体２１は、図２に示されるように
、少なくとも一つの側壁２５の内側面２５１、天井面２１１および底面２１２により、上
記内部空間２２を画定している。
【００３５】
　吸収塔本体２１と排ガス導入部２３とが隣接する方向を第１方向、第１方向に対して直
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交する水平方向を第２方向、第１方向における排ガス導入部２３側を一方側、第１方向に
おける排ガス排出部２４側を他方側、と定義する。
　図１に示されるように、吸収塔本体２１の上記第１方向における一方側の側壁２５であ
る第１側壁２５Ａには、下方側内部空間２２Ｂと連通する排ガス導入口２５２が形成され
ている。また、吸収塔本体２１の天井面２１１には、上方側内部空間２２Ａと連通する排
ガス排出口２１３が形成されている。
【００３６】
　燃焼装置（不図示）から排ガス導入部２３に導かれた排ガスは、排ガス導入部２３を通
過した後、排ガス導入口２５２を介して内部空間２２（下方側内部空間２２Ｂ）に導入さ
れる。内部空間２２に導かれた排ガスは、下方側内部空間２２Ｂを一方側に位置する第１
側壁２５Ａから他方側に位置する第２側壁２５Ｂに向かって流れた後、内部空間２２を上
昇しながら流れていく。上方側内部空間２２Ａまで上昇した排ガスは、排ガス排出口２１
３を介して吸収塔本体２１の上方に位置する排ガス排出部２４に排出される。
【００３７】
　改造する前の液柱式吸収塔２Ａ（液柱式吸収塔２）は、図２に示されるように、内部空
間２２に設けられる少なくとも一つの液柱ノズル３を備える。液柱ノズル３は、図２に示
されるように、洗浄液を上方（排ガスの流れ方向における下流側）に向けて液柱状に噴射
するように構成されている。
　図示される実施形態では、液柱ノズル３は、排ガス導入口２５２の上端縁よりも上方、
且つ、天井面２１１よりも下方に位置している。
　洗浄液としては、アルカリ剤を含む液体や海水などが挙げられる。また、アルカリ剤と
しては、ＣａＣＯ３、ＮａＯＨ、Ｃａ（ＯＨ）２、ＮａＨＣＯ３、Ｎａ２ＣＯ３などが挙
げられる。
【００３８】
　液柱ノズル３から噴射された洗浄液により、液柱ノズル３の上方に液柱３０が形成され
る。液柱３０を形成後の洗浄液は、噴き上げ頂部３０１で分散した後に降下し、液柱ノズ
ル３から噴き上げられる洗浄液と衝突して微細化する。微細化して液滴となった洗浄液は
、排ガスと気液接触し、排ガスに含まれるＳＯｘ（硫黄酸化物）などの大気汚染物質を効
果的に吸収する。また、微細化して液滴となった洗浄液は、排ガスに含まれる煤塵を排ガ
ス中から除去する。
【００３９】
　図２に示されるように、吸収塔本体２１の内部空間２２には、内部空間２２に導かれた
排ガスと洗浄液とが接触する気液接触部５が形成される。気液接触部５は、図２に示され
るように、吸収塔本体２１の液柱ノズル３から上方に向けて液柱状に噴き上げるように噴
射された洗浄液と、内部空間２２に導かれた排ガスと、が接触する第１気液接触部５Ａを
含む。
【００４０】
　第１気液接触部５Ａは、液柱ノズル３から上方に向けて噴き上げるように噴射された洗
浄液が到達する範囲である洗浄液到達範囲５１に形成される。以下、第１気液接触部５Ａ
（洗浄液到達範囲５１）は、上述した噴き上げ頂部３０１を上端とする。
【００４１】
　内部空間２２は、図２に示されるように、上述した第１気液接触部５Ａにより、第１気
液接触部５Ａよりも上方に位置する上方側内部空間２２Ａと、第１気液接触部５Ａよりも
下方に位置する下方側内部空間２２Ｂと、に区分けされる。また、内部空間２２は、図２
に示されるように、下方側内部空間２２Ｂの下方に、洗浄液を貯留するための液だまり部
２２Ｃが形成されている。つまり、内部空間２２は、図２に示されるように、上方から順
に、上方側内部空間２２Ａ、第１気液接触部５Ａ、下方側内部空間２２Ｂおよび液だまり
部２２Ｃを含んでいる。
【００４２】
　液だまり部２２Ｃは、洗浄液が貯留されるように構成される。液だまり部２２Ｃに貯留
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される洗浄液には、内部空間２２に導かれた排ガスと気液接触し、排ガスに含まれるＳＯ
ｘ（硫黄酸化物）などの大気汚染物質を吸収した洗浄液が含まれることがある。つまり、
液だまり部２２Ｃに貯留される洗浄液には、排ガスから吸収したＳＯｘにより生じた反応
生成物や、上記反応生成物を酸化させて生成された酸化生成物が含まれることがある。反
応生成物としては、ＳＯ２が洗浄液に吸収されることで生成される亜硫酸塩などが挙げら
れる。また、酸化生成物としては、石膏などが挙げられる。
　図示される実施形態では、液だまり部２２Ｃは、気液接触部５の下方に位置している。
また、液だまり部２２Ｃは、排ガス導入口２５２の下端縁よりも低い位置に、液面が位置
するように設けられる。
【００４３】
　図示される実施形態では、図２に示されるように、側壁２５（第２側壁２５Ｂ）には、
液だまり部２２Ｃに貯留される洗浄液を外部に排出するための洗浄液排出口２５３（第１
洗浄液排出口２５４および第２洗浄液排出口２５５）が開口している。第１洗浄液排出口
２５４および第２洗浄液排出口２５５の夫々は、鉛直方向における吸収塔本体２１の底面
２１２の近傍に位置し、液だまり部２２Ｃに連通している。なお、第１洗浄液排出口２５
４は、第２洗浄液排出口２５５と同じ高さ位置に設けられていてもよい。また、液柱式吸
収塔２に第２洗浄液排出口２５５が予め設けられていない場合には、洗浄液供給ライン追
設工程１２は、第２洗浄液排出口２５５を開口する工程を含んでいてもよい。
【００４４】
　図示される実施形態では、液柱式吸収塔２は、図２に示されるように、液だまり部２２
Ｃに貯留された洗浄液を第１洗浄液排出口２５４（洗浄液排出口２５３）から抜き出して
液柱ノズル３に送るように構成された洗浄液循環ライン６（第１の洗浄液供給ライン）を
さらに備える。図２に示される実施形態では、洗浄液循環ライン６は、複数の液柱ノズル
３が取り付けられた液柱管３１を介して液柱ノズル３に対して液だまり部２２Ｃに貯留さ
れた洗浄液を送るようになっている。なお、液柱式吸収塔２は、吸収塔本体２１の外部か
ら液だまり部２２Ｃに洗浄液を導入するように構成される不図示の洗浄液導入ラインを備
えていてもよい。
【００４５】
　図示される実施形態では、液柱管３１は、図２に示されるように、吸収塔本体２１の内
部空間２２（下方側内部空間２２Ｂにおける排ガス導入口２５２の上端縁よりも上方の高
さ位置）において上記第１方向に沿って延在している。
　他の実施形態では、液柱管３１は、吸収塔本体２１の内部空間２２において上記第１方
向に交差する方向に沿って延在していてもよい。例えば、液柱管３１は、吸収塔本体２１
の内部空間２２において上記第２方向に沿って延在していてもよい。
【００４６】
　洗浄液循環ライン６は、第１洗浄液排出口２５４と液柱管３１とを接続する少なくとも
一つの配管６１と、洗浄液循環ライン６の途中に設けられる洗浄液循環ポンプ６２と、を
含む。
　洗浄液循環ポンプ６２は、液だまり部２２Ｃに貯留された洗浄液を第１洗浄液排出口２
５４から抜き出して液柱管３１に送るための装置である。洗浄液循環ポンプ６２は、例え
ば回転翼（翼角度が固定された固定翼６２１Ａや動翼）などの回転部６２１を有している
。液だまり部２２Ｃに貯留された洗浄液の一部は、洗浄液循環ポンプ６２により圧送され
て、洗浄液循環ライン６および液柱管３１を通り、液柱ノズル３に送られる。
【００４７】
　図示される実施形態では、洗浄液循環ライン６は、洗浄液循環ライン６の洗浄液循環ポ
ンプ６２よりも上流側（第１洗浄液排出口２５４側）に設けられる弁６３を含む。弁６３
は、洗浄液の流路である洗浄液循環ライン６を開閉するための可動機構を有する。弁６３
は、開閉弁でも流量調整弁でもよい。
【００４８】
　気液接触部５（第１気液接触部５Ａ）よりも排ガスの流れ方向における下流側には、ミ
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ストエリミネータ２６が配置されている。ミストエリミネータ２６は、ミストエリミネー
タ２６を通過する排ガスから水分を除去するように構成される。ミストエリミネータ２６
を通過した排ガスは、液柱式吸収塔２の外部に排出される。
【００４９】
　図示される実施形態では、ミストエリミネータ２６は、図２に示されるように、上方側
内部空間２２Ａに配置されている。つまり、ミストエリミネータ２６は、内部空間２２に
おける洗浄液到達範囲５１の上端（噴き上げ頂部３０１）よりも上方、且つ、吸収塔本体
２１の天井面２１１よりも下方の位置に配置されている。また、ミストエリミネータ２６
は、排ガスの流れ方向における上流側と下流側とを隔てるように、水平方向に沿って延在
している。
【００５０】
　また、図示される実施形態では、ミストエリミネータ２６は、多段構成になっている。
つまり、ミストエリミネータ２６は、上方側内部空間２２Ａに配置されるミストエリミネ
ータ２６Ａと、上方側内部空間２２Ａのミストエリミネータ２６Ａより上方の位置に配置
されるミストエリミネータ２６Ｂと、を含んでいる。内部空間２２に導かれた排ガスは、
複数のミストエリミネータ２６（２６Ａ、２６Ｂ）を通過した後に、液柱式吸収塔２から
排出される。
【００５１】
　図３に示されるように、改造した後の液柱式吸収塔２Ｂは、吸収塔本体２１や液柱ノズ
ル３のような、上述した改造する前の液柱式吸収塔２Ａが備える構成の他に、散布装置追
設工程１１で追設される散布装置４と、洗浄液供給ライン追設工程１２で追設される洗浄
液供給ライン７と、を備える。
【００５２】
　散布装置４は、図３に示されるように、液柱ノズル３から上方に向けて噴射された洗浄
液が到達する範囲である洗浄液到達範囲５１よりも上方に設けられる。また、散布装置４
は、洗浄液を鉛直方向における下方に向けて散布するように構成されている。
【００５３】
　図示される実施形態では、散布装置４は、吸収塔本体２１の上方側内部空間２２Ａにお
いて上記第１方向に沿って延在する散布管４２と、散布管４２に設けられた複数の散布ノ
ズル４１と、を含む。散布ノズル４１は、排ガスの流れ方向における上流側に向かって洗
浄液を散布するように構成される。
　他の実施形態では、散布管４２は、吸収塔本体２１の上方側内部空間２２Ａにおいて上
記第１方向に交差する方向に沿って延在していてもよい。例えば、散布管４２は、吸収塔
本体２１の上方側内部空間２２Ａにおいて上記第２方向に沿って延在していてもよい。
【００５４】
　散布装置４から散布された洗浄液は、排ガスと気液接触し、排ガスに含まれるＳＯｘ（
硫黄酸化物）などの大気汚染物質を吸収するとともに、排ガスに含まれる煤塵を排ガス中
から除去する。図３に示されるように、上述した第１気液接触部５Ａ（洗浄液到達範囲５
１）の上方に、散布装置４から散布された洗浄液と、内部空間２２に導かれた排ガスと、
が接触する気液接触範囲５２（第２気液接触部５Ｂ）が形成される。気液接触範囲５２（
第２気液接触部５Ｂ）は、洗浄液が散布される散布ノズル４１の吐出口４３を上端とし、
上述した噴き上げ頂部３０１を下端とする。
【００５５】
　図３に示されるように、液柱３０の高さをＨ１、気液接触範囲５２の鉛直方向における
高さをＨ２とする。改造前の液柱式吸収塔２Ａにおける気液接触部５は、第１気液接触部
５Ａのみを含むので、鉛直方向における高さがＨ１である。これに対して、改造後の液柱
式吸収塔２Ｂにおける気液接触部５は、第１気液接触部５Ａ及び第２気液接触部５Ｂを含
むので、鉛直方向における高さがＨ１とＨ２の和である。つまり、改造後の液柱式吸収塔
２Ｂは、改造前の液柱式吸収塔２Ａよりも、気液接触部５の鉛直方向における長さが長く
なっている。
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【００５６】
　洗浄液供給ライン７（第２の洗浄液供給ライン）は、図３に示されるように、液だまり
部２２Ｃに貯留された洗浄液を第２洗浄液排出口２５５（洗浄液排出口２５３）から抜き
出して散布管４２を介して散布ノズル４１に送るように構成されている。
　図示される実施形態では、洗浄液供給ライン７は、図３に示されるように、第２洗浄液
排出口２５５と散布管４２とを接続する少なくとも一つの供給管７１と、洗浄液供給ライ
ン７の途中に設けられる洗浄液供給ポンプ７２（第１供給ポンプ）と、を含む。洗浄液供
給ポンプ７２は、液だまり部２２Ｃに貯留された洗浄液を第２洗浄液排出口２５５から抜
き出して散布管４２に送るための装置である。液だまり部２２Ｃに貯留された洗浄液の一
部は、洗浄液供給ポンプ７２により圧送されて、洗浄液供給ライン７および散布管４２を
通り、散布ノズル４１に送られる。
【００５７】
　図示される実施形態では、洗浄液供給ライン７は、図３に示されるように、洗浄液供給
ライン７の洗浄液供給ポンプ７２よりも上流側（第２洗浄液排出口２５５側）に設けられ
る少なくとも一つの弁７３と、洗浄液供給ライン７の洗浄液供給ポンプ７２よりも下流側
（散布管４２側）に設けられる少なくとも一つの弁７４と、を含む。弁７３及び弁７４の
夫々は、洗浄液の流路である洗浄液供給ライン７を開閉するための可動機構を有する。弁
７３及び弁７４の夫々は、開閉弁でも流量調整弁でもよい。
【００５８】
　上述したように、液柱式吸収塔の改造方法１（１Ａ）は、図１に示されるように、上述
した散布装置４を追設する散布装置追設工程１１と、上述した洗浄液供給ライン７を追設
する洗浄液供給ライン追設工程１２と、を備える。
　図示される実施形態では、散布装置追設工程１１の後に、洗浄液供給ライン追設工程１
２が行われる。洗浄液供給ライン７を敷設前は、吸収塔本体２１の外部のスペースに余裕
があるので、吸収塔本体２１の内部に散布装置４を導入する作業が容易である。
　なお、他の実施形態では、散布装置追設工程１１の前に、洗浄液供給ライン追設工程１
２を行うようにしてもよい。
【００５９】
　図示される実施形態では、散布装置追設工程１１は、図１に示されるように、散布ノズ
ル４１を散布管４２に取り付ける散布ノズル取付工程１１１と、散布管４２を吸収塔本体
２１に敷設する散布管敷設工程１１２と、を含む。
【００６０】
　図示される実施形態では、洗浄液供給ライン追設工程１２は、図１に示されるように、
供給管７１を敷設する供給管敷設工程１２１と、洗浄液供給ポンプ７２を追設する供給ポ
ンプ追設工程１２２と、弁７３又は弁７４の少なくとも一方を追設する弁追設工程１２３
と、を含む。
【００６１】
　上述したように、幾つかの実施形態にかかる液柱式吸収塔の改造方法１は、図１に示さ
れるように、上述した散布装置４を追設する散布装置追設工程１１と、上述した洗浄液供
給ライン７を追設する洗浄液供給ライン追設工程１２と、を備える。また、上述したよう
に、改造する前の液柱式吸収塔２Ａは、上述した内部空間２２を有する吸収塔本体２１と
、上述した液柱ノズル３と、を備える。この場合には、改造する前の液柱式吸収塔２Ａは
、吸収塔本体２１の内部空間２２における、液柱ノズル３から上方に向けて液柱状に噴射
された洗浄液が到達する範囲である洗浄液到達範囲５１に、洗浄液と排ガスとが接触する
第１気液接触部５Ａ（気液接触部５）が形成される。洗浄液到達範囲５１（第１気液接触
部５Ａ）は、液柱３０の噴き上げ頂部３０１を上端とする。
【００６２】
　上記の方法によれば、液柱式吸収塔の改造方法１は、散布装置４を追設する散布装置追
設工程１１と、洗浄液供給ライン７を追設する洗浄液供給ライン追設工程１２と、を備え
る。散布装置追設工程１１で設置された散布装置４は、洗浄液供給ライン７から送られた
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洗浄液を、液柱ノズル３が設けられた位置よりも上方の位置から下方に向けて散布する。
このため、吸収塔本体２１の内部空間２２における洗浄液到達範囲５１の上端（噴き上げ
頂部３０１）よりも上方に、散布装置４により散布された洗浄液と排ガスとが接触する気
液接触範囲５２（第２気液接触部５Ｂ）が新たに形成される。つまり、上記液柱式吸収塔
の改造方法１により改造後の液柱式吸収塔２Ｂは、改造前（既設）の液柱式吸収塔２Ａよ
りも、洗浄液と排ガスとが接触する気液接触部５が上方に拡大している。このため、改造
後の液柱式吸収塔２Ｂは、改造前の液柱式吸収塔２Ａよりも気液接触部５が大きいので、
改造前の液柱式吸収塔２Ａよりも脱硫性能および除塵性能を向上させることができる。
【００６３】
　また、上記の方法によれば、散布装置４と少なくとも一つの洗浄液供給ライン７の追設
は、短期、小規模な工事で可能であり、且つ、吸収塔本体２１に対して長期、大規模な工
事を行う必要がないので、改造コストの増大を防止することができる。
【００６４】
　幾つかの実施形態では、上述した洗浄液供給ライン追設工程１２は、図１に示されるよ
うに、散布装置４に洗浄液を供給するための洗浄液供給ポンプ７２（第１供給ポンプ）を
追設する上述した供給ポンプ追設工程１２２を含む。この場合には、供給ポンプ追設工程
１２２では、散布装置４に洗浄液を供給するための洗浄液供給ポンプ７２を追設する。つ
まり、洗浄液供給ポンプ７２は、液柱ノズル３に洗浄液を供給するための洗浄液循環ポン
プ６２（第２供給ポンプ）とは別のポンプである。洗浄液供給ポンプ７２を洗浄液循環ポ
ンプ６２とは別のポンプとし、洗浄液供給ライン７の揚程や洗浄液供給ライン７での洗浄
液の圧力損失などを考慮したポンプにすることで、散布装置４に供給される洗浄液の量や
圧力を適切なものにすることができる。また、液柱ノズル３に洗浄液を供給するためのポ
ンプには、既設のポンプをそのまま利用できるので、改造コストの増大を防止することが
できる。
【００６５】
　幾つかの実施形態では、上述した洗浄液供給ライン追設工程１２は、図１に示されるよ
うに、上述した弁追設工程１２３を含む。弁追設工程１２３で追設される弁（弁７３、７
４）は、洗浄液供給ライン７を流れる洗浄液の量を調整可能に構成されている調整弁から
なる。この場合には、弁追設工程１２３（調整弁追設工程）で追設される調整弁により、
洗浄液供給ライン７を流れる洗浄液の量を増減させることで、散布装置４から散布される
洗浄液の量を増減させることができる。散布装置４から散布される洗浄液の量を適量とす
ることで、必要な脱硫性能や除塵性能を確保しつつ、洗浄液の散布量の過大による排ガス
の圧力損失の増加を抑制することができる。
【００６６】
　図４は、他の一実施形態にかかる液柱式吸収塔の改造方法のフロー図である。図５は、
洗浄液循環ラインの構成の一例を説明するための概略構成図である。
　液柱ノズル３から上方に噴射された洗浄液が、散布装置４にかかる環境下では、散布装
置４にスケールなどの析出物が付着して散布装置４の散布性能が低下する虞がある。以下
、図５を用いて液柱ノズル３から上方に噴射された洗浄液が、散布装置４にかかる虞のあ
る環境の一例を説明する。
【００６７】
　図５に示されるように、吸収塔本体２１の内部には、複数の液柱管３１（３１Ａ～３１
Ｄ）が、第２方向（水平方向）に並んで配列されている。また、吸収塔本体２１の第２側
壁２５Ｂには、複数の洗浄液排出口２５３（２５３Ａ～２５４Ｄ）が水平方向に間隔をあ
けて開口している。
【００６８】
　そして、洗浄液循環ライン６は、複数の第１管路６４Ａ～６４Ｄと、一つの第２管路６
５と、複数の第３管路６６Ａ～６６Ｄと、を含む。
　複数の第１管路６４Ａ～６４Ｄの夫々は、上流端が複数の洗浄液排出口２５３（２５３
Ａ～２５３Ｄ）に個別に接続されており、互いの下流端が合流部６７において合流してい
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る。複数の第１管路６４Ａ～６４Ｄには、洗浄液循環ポンプ６２Ａ～６２Ｄおよび弁６３
Ａ～６３Ｄが個別に設けられている。
　第２管路６５は、上流端が合流部６７に接続され、下流端が分岐部６８に接続されてい
る。
　複数の第３管路６６Ａ～６６Ｄの夫々は、上流端が分岐部６８に接続されるとともに分
岐部６８から分岐して、下流端が複数の液柱管３１（３１Ａ～３１Ｄ）に個別に接続され
ている。
【００６９】
　複数の洗浄液循環ポンプ６２（６２Ａ～６２Ｄ）の夫々が、上述した翼角度が固定され
た固定翼６２１Ａを含む場合には、複数の洗浄液循環ポンプ６２の稼動台数の増減に応じ
て、液柱３０の高さ（第１気液接触部５Ａの鉛直方向における長さＨ１）が増減する。つ
まり、洗浄液循環ポンプ６２の稼動台数が増えると、その分だけ液柱３０の高さが高くな
る。例えば、運転する洗浄液循環ポンプ６２を切り換える際には、予備の洗浄液循環ポン
プ６２を起動するので、液柱３０の高さが通常運転時よりも高くなる。液柱３０の高さが
高くなると、液柱ノズル３から上方に噴射された洗浄液が散布装置４にかかる可能性が高
くなる。
【００７０】
　幾つかの実施形態では、液柱式吸収塔の改造方法１（１Ｂ）は、図４に示されるように
、上述した散布装置追設工程１１と、上述した洗浄液供給ライン追設工程１２と、液柱ノ
ズル３のノズル径（吐出口３２の口径）を拡げるノズル径拡大工程１３と、を備える。
　図示される実施形態では、ノズル径拡大工程１３の後に、散布装置追設工程１１および
洗浄液供給ライン追設工程１２が行われる。
　なお、他の実施形態では、ノズル径拡大工程１３の前に、散布装置追設工程１１や洗浄
液供給ライン追設工程１２を行うようにしてもよい。
【００７１】
　図示される実施形態では、ノズル径拡大工程１３は、図４に示されるように、ノズル交
換工程１３１又はノズル孔加工工程１３２の何れかを含む。
　ノズル交換工程１３１では、液柱管３１に取り付けられた液柱ノズル３を、ノズル径が
大きい別の液柱ノズル３に交換することが行われる。
　ノズル孔加工工程１３２では、液柱ノズル３に対して切削などの加工を行うことで、ノ
ズル径を拡げることが行われる。
【００７２】
　ノズル径拡大工程１３を行い、液柱ノズル３のノズル径を拡げると、液柱３０の高さＨ
１（図３参照）を下げることができる。液柱３０の高さＨ１を下げることで、液柱ノズル
３から上方に噴射された洗浄液が散布装置４にかかる可能性を低くすることができる。
【００７３】
　また、ノズル径拡大工程１３を行う前は、鉛直方向における第１気液接触部５Ａとミス
トエリミネータ２６との間が狭く、散布装置４の設置が困難な場合であっても、ノズル径
拡大工程１３を行うことで、第１気液接触部５Ａとミストエリミネータ２６との間を拡げ
ることができるので、散布装置４の設置が可能になる。
【００７４】
　ノズル径拡大工程１３を行うことで、液柱３０の高さＨ１が低くなるが、気液接触範囲
５２の鉛直方向における高さＨ２（図３参照）が高くなるので、気液接触部５全体の鉛直
方向における高さを維持することができる。
【００７５】
　上記の方法によれば、ノズル径拡大工程１３で液柱ノズル３のノズル径を拡げることで
、液柱ノズル３から噴射される洗浄液の流量を維持しつつ、液柱３０の高さＨ１を低くす
ることができる。液柱３０の高さＨ１を低くすることで、液柱ノズル３から上方に噴射さ
れた洗浄液が散布装置４にかかるのを防止することができ、ひいては析出物の付着による
散布装置４の散布性能の低下を防止することができる。なお、液柱３０の高さＨ１が低く
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なることで第１気液接触部５Ａは小さくなるが、第１気液接触部５Ａが小さくなった分だ
け第２気液接触部５Ｂが大きくなるので、液柱式吸収塔２全体としては脱硫性能や除塵性
能が低下することはない。
【００７６】
　幾つかの実施形態では、上述した液柱ノズル３に洗浄液を供給するための洗浄液循環ポ
ンプ６２（第２供給ポンプ）は、翼角度が固定された固定翼６２１Ａを含む。この場合に
は、固定翼６２１Ａを含む洗浄液循環ポンプ６２の稼働台数が増えると、その分だけ液柱
３０の高さＨ１が高くなる。例えば、運転する洗浄液循環ポンプ６２を切り換える際には
、予備の洗浄液循環ポンプ６２を起動するので、液柱３０の高さＨ１が通常運転時よりも
高くなる。液柱３０の高さＨ１が高くなると、液柱ノズル３から上方に噴射された洗浄液
が散布装置４にかかる可能性が高くなる。上述したノズル径拡大工程１３により液柱３０
の高さＨ１を低くすることができるので、洗浄液循環ポンプ６２が固定翼６２１Ａを含む
場合であっても、液柱ノズル３から上方に噴射された洗浄液が散布装置４にかかるのを防
止することができる。
【００７７】
　幾つかの実施形態では、上述した散布装置４は、上述した散布ノズル４１として、噴霧
パターンが環円形のホロコーンノズル、円形状に全面噴射するように構成されたフルコー
ンノズルといった単相（一流体）ノズル、気体を混合させ洗浄液を微粒液滴にして噴霧す
るように構成された二相（二流体）ノズル、洗浄液を液柱状に噴射するように構成された
液柱ノズルである第２の液柱ノズル、の何れか一つを含む。上記の方法によれば、散布装
置４は、散布ノズル４１としてホロコーンノズル、フルコーンノズルといった単相（一流
体）ノズル、二相（二流体）ノズル、第２の液柱ノズルの何れか一つを含むので、散布装
置４から散布された洗浄液は、排ガスと効果的に気液接触するため、排ガスに含まれる大
気汚染物質を効果的に吸収したり、除去したりすることが可能である。よって、上記の方
法によれば、第２気液接触部５Ｂにおける脱硫性能および除塵性能を向上させることがで
きる。
【００７８】
　図６は、一実施形態にかかる液柱式吸収塔の改造方法により改造した後の他の液柱式吸
収塔の概略構成を示す断面図である。
　上述した液柱式吸収塔２（２Ａ、２Ｂ）は、吸収塔本体２１の天井面２１１に排ガス排
出口２１３が形成され、吸収塔本体２１の鉛直上方に排ガス排出部２４が配置されている
。これに対して、液柱式吸収塔２（２Ｃ）は、図６に示されるように、吸収塔本体２１の
側壁２５（第２側壁２５Ｂ）に排ガス排出口２５６（図３の排ガス排出口２１３に相当）
が形成され、吸収塔本体２１の他方側の側方に排ガス排出部２４が配置されている。そし
て、ミストエリミネータ２６は、排ガス排出部２４の内部に配置されている。ミストエリ
ミネータ２６（２６Ｃ）は、排ガスの流れ方向における上流側と下流側とを隔てるように
、鉛直方向に沿って延在している。この場合には、散布装置４は、鉛直方向における吸収
塔本体２１の天井面２１１と噴き上げ頂部３０１（第１気液接触部５Ａの上端）との間に
設けられる。
【００７９】
　幾つかの実施形態にかかる液柱式吸収塔２は、図３、６に示されるように、排ガスと洗
浄液とを気液接触させるように構成された上述した気液接触部５と、洗浄液を貯留するよ
うに構成された上述した液だまり部２２Ｃと、を含む内部空間２２を画定するように構成
された吸収塔本体２１と、上述した液柱ノズル３と、上述した散布装置４と、液だまり部
２２Ｃに貯留された洗浄液を第１洗浄液排出口２５４から抜き出して液柱ノズル３に送る
ように構成された上述した洗浄液循環ライン６（第１の洗浄液供給ライン）と、液だまり
部２２Ｃに貯留された洗浄液を第１洗浄液排出口２５４とは異なる第２洗浄液排出口２５
５から抜き出して散布装置４に送るように構成された洗浄液供給ライン７（第２の洗浄液
供給ライン）と、を備える。
【００８０】
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　上記の構成によれば、吸収塔本体２１の内部空間２２に設けられるとともに、洗浄液を
上方に向けて液柱状に噴射するように構成された液柱ノズル３と、上記内部空間２２にお
ける液柱ノズル３が設けられた位置よりも上方の位置に設けられるとともに、洗浄液を下
方に向けて散布する散布装置４と、を備えるので、上記液柱ノズル３又は上記散布装置４
の何れか一方のみを備える場合に比べて、洗浄液と排ガスとが接触する気液接触部５を大
きくできるので、液柱式吸収塔２の脱硫性能および除塵性能を向上させることができる。
【００８１】
　また、上記の構成によれば、吸収塔本体２１の液だまり部２２Ｃに貯留された洗浄液を
第１洗浄液排出口２５４（第１の洗浄液抜出口）から抜き出して液柱ノズル３に送るよう
に構成された洗浄液循環ライン６（第１の洗浄液供給ライン）と、上記液だまり部２２Ｃ
に貯留された洗浄液を第２洗浄液排出口２５５（第２の洗浄液抜出口）から抜き出して散
布装置４に送るように構成された洗浄液供給ライン７（第２の洗浄液供給ライン）と、を
備える。つまり、液柱ノズル３から噴射される洗浄液と散布装置４から散布される洗浄液
の夫々は、供給元が吸収塔本体２１の液だまり部２２Ｃであるという点で共通しているが
、揚程や洗浄液の圧力損失が各々異なる洗浄液供給ライン（洗浄液循環ライン６、洗浄液
供給ライン７）を通り送られている。各々の洗浄液供給ライン（洗浄液循環ライン６、洗
浄液供給ライン７）を別ラインとすることで、液柱ノズル３や散布装置４に供給される洗
浄液の量や圧力を適切なものにすることができる。
【００８２】
　本発明は上述した実施形態に限定されることはなく、上述した実施形態に変形を加えた
形態や、これらの形態を適宜組み合わせた形態も含む。
【００８３】
　例えば、上述した幾つかの実施形態では、排ガス排出部２４は、第１方向において、吸
収塔本体２１を挟んで排ガス導入部２３とは反対側に設けられていたが、排ガス導入部２
３と同じ側に設けられていてもよい。また、排ガス排出部２４は、上面視において第１方
向に直交する第２方向において、吸収塔本体２１に隣接するように設けられていてもよい
。
【符号の説明】
【００８４】
１，１Ａ，１Ｂ　液柱式吸収塔の改造方法
１１　　　　散布装置追設工程
１１１　　　散布ノズル取付工程
１１２　　　散布管敷設工程
１２　　　　洗浄液供給ライン追設工程
１２１　　　供給管敷設工程
１２２　　　供給ポンプ追設工程
１２３　　　弁追設工程
１３　　　　ノズル径拡大工程
１３１　　　ノズル交換工程
１３２　　　ノズル孔加工工程
２，２Ａ～２Ｃ　液柱式吸収塔
２１　　　　吸収塔本体
２１１　　　天井面
２１２　　　底面
２１３　　　排ガス排出口
２２　　　　内部空間
２２Ａ　　　上方側内部空間
２２Ｂ　　　下方側内部空間
２２Ｃ　　　液だまり部
２３　　　　排ガス導入部
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２４　　　　排ガス排出部
２５　　　　側壁
２５Ａ　　　第１側壁
２５Ｂ　　　第２側壁
２５１　　　内側面
２５２　　　排ガス導入口
２５３　　　洗浄液排出口
２５４　　　第１洗浄液排出口
２５５　　　第２洗浄液排出口
２５６　　　排ガス排出口
２６，２６Ａ～２６Ｃ　ミストエリミネータ
３　　　　　液柱ノズル
３０　　　　液柱
３０１　　　噴き上げ頂部
３１　　　　液柱管
３２　　　　吐出口
４　　　　　散布装置
４１　　　　散布ノズル
４２　　　　散布管
４３　　　　吐出口
５　　　　　気液接触部
５Ａ　　　　第１気液接触部
５Ｂ　　　　第２気液接触部
６　　　　　洗浄液循環ライン
６１　　　　配管
６２，６２Ａ～６２Ｄ　洗浄液循環ポンプ
６２１　回転部
６２１Ａ　固定翼
６３，６３Ａ～６３Ｄ　弁
６４Ａ～６４Ｄ　第１管路
６５　　　　第２管路
６６Ａ～６６Ｄ　第３管路
６７　　　　合流部
６８　　　　分岐部
７　　　　　洗浄液供給ライン
７１　　　　供給管
７２　　　　洗浄液供給ポンプ
７３，７４　弁
Ｈ１　　　　液柱の高さ
Ｈ２　　　　第２気液接触部の気液接触範囲の高さ
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